
8 知的資産創造／2017年5月号

特集

1	 近年アリババやテンセントを代表とした中国の新興企業は、多数の新興企業や伝統企業
のサービスを集約したエコシステムを通じて提供するサービスにより、中国の人々の生
活を劇的に変えた。アリババは決済、物流、クラウド、ビッグデータといったビジネス
インフラを提供し、テンセントは自らを「万能なコネクター」と位置付け、 2社とも自
社の強みのある事業領域をコアとして、他事業領域の企業とエコシステムを共創し拡大
する戦略に方向転換した。決済、物流、クラウド、ビッグデータといったビジネスとシ
ステムのインフラを提供していくと打ち出した。

2	 これらの膨大なユーザー基盤や先進のビジネスインフラを活用し、ビジネスの変革に乗
り出す伝統企業が出始めた。特にマーケティング・販促、チャネル拡大、顧客起点の製
品・サービス設計において成功例が多数見られる。ユニクロは、自社の実店舗にテンセ
ントのSNSの集客力と販促・マーケティング機能、アリババのEC機能を組み合わせ、
O2Oと物流と利用者の利便性において画期的なビジネスモデルの構築に成功した。

3	 かつて中国の企業は、欧米や日本のビジネスモデルやサービスをコピーして中国内に展
開していると揶揄（やゆ）されてきた。しかし、今日では単なる模倣にとどまらず、中
国の巨大な市場を土壌として、貪欲に拡大・結合・洗練させて世界をリードするビジネ
スモデルやサービスを生み出す新興企業が多く見られる。欧米だけではなく、日本企業
も中国の新興企業のビジネスモデルを参考にし、場合によっては、提携を通じた自社ビ
ジネス俊敏性を実現するなどの戦略も含めて考えていく必要がある。
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Ⅰ	中国の新興企業がもたらす
	 ライフスタイルの変革

中国市場では、アリババとテンセントをは
じめとした新興企業を中心として、伝統企業
も巻き込んだエコシステムによって中国の消
費者の心を捉えるとともに、そのライフスタ
イルをも変革することで巨大なマーケットが
生み出され、現在も急成長を続けている。

いま中国では、人々はスマートフォンアプ
リ一つで、タクシーに乗れ、買物やレストラ
ンの予約もでき、公共料金の支払も簡単に済
ませ、お年玉でさえチャット経由で簡単に送
ったり受け取ったりできるようになってい
る。インターネット、とりわけ、モバイルイ
ンターネットや新技術がさまざまな伝統業界
で応用され、新しい産業、新しいサービス、
新しいビジネスモデルを生み出している。

アリババが毎年仕掛けるインターネットシ
ョッピングのイベント「ダブル11」では、
2016年の売上金額において前年比132％増の
1 日1207億元（約 1 兆8000億円）を達成し世
間を驚愕させた。16年の中国のEC化率注は
12.6％に達し、15年の日本のEC化率の4.75％

に対して 3 倍近くの水準に達している。
ライフスタイルの変革は、買物だけではな

くさまざまな分野で起きている。たとえば、
中国版Uberともいえる自家用車やタクシー
配車サービス「滴滴出行（Didi）」のアプリ
により、どこにいてもタクシーを呼べるよう
になり、また、中国国内では誰もが利用する
SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サー
ビス）「WeChat（微信）」経由で、自宅にい
ながら派遣シェフによるちょっとした贅沢な
晩御飯、ネイリストによるおしゃれなネイル
サービスも受けられる。このように、インタ
ーネットが消費や金融をはじめとしたさまざ
まな産業に浸透し、人と人、人とモノ、人と
情報、人と企業とのつながりがより便利に、
よりシームレスになり、イノベーションの創
出を促している（図 1 ）。

このような変化が起きた背景として、世界
でも存在感を増す中国の新興企業が果たす役
割が大きい。今や中国企業は、世界の大手イ
ンターネット企業の評価ランキング上位19社
において 7 社を占め、評価額10億ドル以上の
ユニコーン企業を輩出し、世界でも注目され
ている（図 2 ）。その中でも、10億人以上の

図1　インターネットの浸透率の高い業界
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Ⅱ	中国新興企業の
	 エコシステム戦略

1	 伝統企業との競争から共創へ
中国の新興企業は、出現当初はディスラプ

ター（破壊者）として伝統企業に脅威を与え
た。テンセントが開発した無料の個人向け
SNSサービスにより、人々は通信キャリアが
提供する有料の通話サービスやショートメー
ルサービスを使う機会を大幅に減らし、中国
の 3 大通信キャリアの収益は軒並み激減し

会員を有するWeChatを提供するテンセン
ト、そして、4.5億人以上の利用者を有する
モバイル決済の支付宝（アリペイ）を生み出
したアリババの 2 社は、一番の影響力を発揮
してきた。

テンセントはSNSを提供する企業、アリバ
バはECを提供する企業と思われるかもしれ
ないが、この 2 社は決済などのサービス提供
をきっかけにビジネスインフラを提供する企
業へと戦略転換をしたのである。

図2　世界でも存在感を増している中国の新興企業
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米国のUberの規模をはるかに超えており、
世界 1 位のライドシェアサービスとなってい
る。Didiのビジネスモデルやサービスも重要
であるが、WeChatの膨大なユーザー基盤や
WeChatPayによる便利な決済手段がなけれ
ば、短期間でここまでの成長はできなかった
であろう。

アリババも同様である。16年10月13日アリ
ババ上場 2 周年の際に、創業者で現会長の馬
雲（ジャック・マー）氏の株主向け公開レタ
ーの中で、「われわれが構築しようとしている
のは未来のビジネスインフラであり、取引マ
ーケット、決済、物流、クラウドシステムとビ
ッグデータによって構成される」と明言した。
アリババは、データを資源にし、クラウドコ
ンピューティングなどの先端技術を活用し、
伝統業界を変革へと導き、次世代流通業や製
造業、金融業を作り出すと意気込んでいる。

2	「万能なコネクター」を目指す
	 テンセント
「万能なコネクター」という役割を担おうと
しているテンセントは、サービス提供者と利
用者をつなぐツールの一つとして「公式アカ
ウント」というビジネスインフラを、テンセン
トの提供するオープンプラットフォームを経
由して提供している。この公式アカウントに
は、「購読アカウント」「サービスアカウント」

「企業アカウント」の 3 種類がある（図 3 ）。
「購読アカウント」は、Lineの公式アカウン
トとも類似し、企業のイベント、ニュースな
どの情報を幅広く発信することを支援する役
割である。「サービスアカウント」は、情報
発信に加え、会員管理、オンラインとオフラ
インの連携、販促を効率的に実施する機能を

た。アリババのECサイトの急発展も実店舗
の顧客を奪い、伝統的な小売業に大きな打撃
を与えた。このように、ビジネスモデルが全
く違う競合が市場に参入し、既存企業の座を
奪ってしまう現象が起きたが、2013年頃、巨
大な規模となった新興企業は、自社ですべて
のサービスを提供することに組織面と資金面
で限界を感じ、戦略の転換を始めた。

15年 3 月22日に中国シンセンで開催された
ITサミットにおいてテンセントのCEO馬化
騰氏は「今までは、われわれが自らサービス
を提供しようとしました。しかし、会社の急
速な発展により業務の選択と集中が必要とな
りました。EC事業、検索エンジン事業など
では、専業のパートナーと提携することによ
り自らやる必要がなくなります。われわれは
命の半分をパートナーに差し出す覚悟があり
ます」と述べ、伝統企業がモバイルインター
ネットとの融合の時代の流れの中で、よりス
ムーズに発展できるように、テンセントが

「部品」や「ツール」の提供者として協力す
るという考えを明確に打ち出した。

つまり、WeChatやその中に組み込まれた
モバイル決済サービスのWeChatPay、そし
てそれらを支えるビジネスインフラを消費者
への入口としてさまざまな企業に開放するこ
とで、テンセントが人と人、人と企業、人と
設備、人とサービスをつなぐ「万能なコネク
ター」という役割を担おうというものであ
る。前述のDidiも、当初はこのプラットフォ
ームの力を借りて発展した。12年 9 月にサー
ビスをリリースしたDidiは、スタートして 4
年余りで 1 日の取引件数が1000万件以上に達
し、約1500万人のタクシー運転手、あるいは
兼業のドライバーが登録されている。これは
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して、他社企業と消費者を結びつけてエコシ
ステムを形成するという戦略を採っている。
テンセントが自ら事業を展開することをや
め、プラットフォームの提供に特化し、ある
意味パートナーに任せるといった「緩やかな
結合」という戦略を採ったのと違い、アリバ
バは自ら事業を立ち上げたり、企業との戦略
提携を通じて自社のビジネスや決済機能との
結合をより緊密にしたりすることで、エコシ
ステムの中にパートナー企業を取り込んでい
くことが特徴である。

最近のアリババの動きを見ると、EC事業
以外の戦略的な提携が頻繁に繰り広げられる
ようになっている。大手家電量販店、大手出
前サービス業者、タクシー配車サービスの
Didiなどへの大型出資に続き、ケンタッキー
フライドチキンやピザハットなどファストフ
ードブランドを中国で展開する百勝集団、大
手百貨店の銀泰百貨への出資が数カ月おきに
行われ、消費者の生活により深く入り込み、
消費者との接点を押さえるのに力を入れてい

備える。「企業アカウント」は、企業内部管
理の効率化や関連企業・顧客とのコミュニケ
ーションの円滑化を支援するツールをSaaS
形式で無料、もしくは低コストで提供するサ
ービスである。

これらの機能をうまく使いこなすことによ
り、テンセントが持つ膨大な会員にアクセス
できる入口を手に入れることができるため、
多くの伝統企業がこぞってテンセントの公式
アカウントを開設するようになった。現在、
1000万以上の公式アカウント、また伝統企業
とオープンプラットフォームをつなぐサービ
スプロバイダーも200万社以上あり、巨大な
エコシステムが形成されつつある。

3	 未来のビジネスインフラを目指す
	 アリババ

エコシステムを構築するという点ではアリ
ババもテンセントと同様であるが、アリババ
の場合はビジネス（EC）と決済機能（アリ
ペイ）とビッグデータ（信用情報）をコアと

図3　WeChatプラットフォームで提供する公式アカウント
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どの付加価値サービスの提供を可能にした。
アリババのクラウドサービスのアリ雲（Ali-
yun）は、既に中国の35％のWebサイトにサ
ービスを提供し、50万社以上のユーザーを獲
得して、アマゾン・ドットコムのAWS、マ
イクロソフトのAzureと並ぶ世界トップ 3 入
りを果たしている。アリババはEC事業から
脱皮し、伝統企業も含めたさまざまな企業に
ビジネスインフラを提供する企業への変身に
邁進し始めた。

Ⅲ	新興企業との共創に乗り出す
	 伝統企業

「10年や20年後の未来、ECという業界はな
くなり、新しい流通ビジネスが生まれるであ
ろう。それは、オンラインとオフライン、そ
して物流をうまく融合したビジネスである」
という馬雲氏の言葉に感化されるように、新
興企業の膨大なユーザー基盤や先進のビジネ
スインフラを活用して、自社ビジネスの変革
に乗り出す伝統企業が出始めた。とりわけ、
消費者に近い業務で、マーケティング・販促、
販売チャネルの拡大、顧客起点の製品・サー

る（表 1 ）。
アリババのアニュアルリポートによると、

2016年度のネット通販の総取引額（GMV）は
3 兆元（約60兆円）に達した。これは米国の
大手流通業者ウォルマートにおける15年の業
務規模とほぼ同等となる。ウォルマートはこ
の規模になるまでに半世紀を要したが、アリ
ババはわずか13年で実現できた。この巨大な
規模を生み出しているのは、中核事業のB2C
のタオパウやB2BのTmallだけではなく、新
たに立ち上げたヘルスケア、エンターテイン
メント、スポーツ、ニューメディアなどの事
業、そして物流、決済、金融、クラウドコン
ピューティングサービスなどのビジネスイン
フラとともに構成されたエコシステムである。

このエコシステムから、毎日8000万件以上
の取引が発生し、そのうち、約6000万件が決
済され、デジタル商品を除き4000万件以上の
物流が発生する。これらの商流・金流・物流
に伴って発生する膨大なデータは、個人や企
業の信用の創出にもつながり、信用情報シス
テムの構築にもつながる。そして、この膨大
な信用情報を活用して、エコシステムに加わ
っている企業向けの無担保運転資金の融資な

表1　アリババが手掛けた伝統企業との戦略提携

投資時期 投資額 持分 投資企業 業界

2015年8月 283亿元 二番目の筆頭株主 苏宁云商 家電量販

2016年4月 9億ドル N/A 餓了么 出前サービス

2016年5月 2億ドル N/A 滴滴出行 配車サービス

2016年5月 10億元 4.76％ 大地影院 エンターテインメント

2016年7月 1680万元 100％ 五千年医药连锁 医薬チェーン

2016年9月 4.6億ドル
（春華資本、Ant Financialと共同） N/A 百勝集団（飲食） 飲食

（ケンタッキーフライドチキンなど）

2017年1月 198億香港ドル 74％ 銀泰百貨 百貨店
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来店顧客はスマートフォンでその二次元バー
コードを読み取るだけで、ユニクロの公式ア
カウントのフォロアー（会員）になることが
できる。そして、会員になれば、ヘッドホン
など各種景品が抽選でもらえるキャンペーン
に参加できる。このキャンペーンは 1 人当た
り 1 日に 3 回アクセスできるよう制限を設け
たが、友人や知人にこのキャンペーンの情報
をシェアすれば、さらに抽選のチャンスがも
らえるという仕組みを取り入れた。すると、
友人から友人へ、さらにネット上のコミュニ
ティへと、キャンペーン情報とユニクロのブ
ランドが瞬く間に広がった。

報道によると、15年頃になると、ユニクロ
のWeChatの公式アカウント上に掲載した記
事は、ピーク時には 1 本当たり70万人／回の
閲覧を獲得し、平均 3 時間以内に10万回の閲
覧を獲得しているとされている。さらに会員
の関与度も高く、ユニクロが出した販促情報
がシェアされる率は67％と高い。一番人気の
ある販促情報は約85％もの会員がそれをシェ
アしたとの記録があった。

（2）	 容易に実現されるオンラインと

	 オフラインの連携

実は、販促情報はむやみに掲載すると、会
員の引き留めにとって逆効果となる。ユニク

ビス設計において、新興企業のビジネスイン
フラを活用する事例が多く見られる（表 2 ）。
中国に進出して15年のユニクロもその一社で
ある。

1	 顧客獲得と売上の急成長を果たす
ユニクロは、中国の100以上の都市で500以

上の店舗を有しており、毎年、80〜100店舗
の速度で拡張している。これは、ネット通販
の急発展と不動産急騰を背景として、中国の
ほかのチェーンストアが経営難に陥った中で
の発展であり、ユニクロの製品力、マーケテ
ィング・販売力が、中国の消費者に認められ
ている証拠といえる。この成功の背後には、
アリババとテンセントをうまく使い分けた戦
略が功を奏している。

（1）	 短期間での顧客獲得と知名度の向上

テンセントのWeChatの集客力と販促・マ
ーケティング機能に注目したユニクロは、中
国の流通企業の中でもいち早く2012年 7 月に
公式アカウントを開設した。まず実施したの
は、WeChat会員を自社公式アカウント会員
に取り込むためのキャンペーンである。

ユニクロは、これまでの人気SNSである
「新浪微博（ミニブログ）」などで告知したほ
か、実店舗に二次元バーコードを掲示した。

表2　企業のバリューチェーンから見る共創の具体例

新興企業
業務軸 機能軸

マーケティング・販促 チャネル搭載 顧客起点の製品・サービス設計 運営最適化

テンセント
WeChatで各種プロモー
ション活動を展開
口コミによる拡散

販売チャネルを搭載するこ
とで、購買データなどの入
手、O2Oの実現

消費者の嗜好、満足度やニーズ
などの情報を収集し、製品や
サービス開発に活用

業務プロセスの再構築と最
適化を促進し、運営効率を
向上

アリババ
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的に「非日常的」な演出（イベント）を仕掛
けている。アリババのネットショッピングの

「ダブル11」キャンペーン、テンセントの
「微信紅包（デジタルお年玉）」キャンペーン
はその代表例である。

2015年、アリババの「ダブル11」は楽天の
年間取扱高の半分を 1 日で達成したほど効果
が大きい。ユニクロもこのイベントに積極的
に加わった。この年、約 1 万店舗のアパレル
ブランド店舗が参加する中、ユニクロはその
トップ、さらに単店舗の売上も家電などの高
額商品に負けることなく 4 位にランクインし
た。今年もイベント開始わずか 2 分53秒で売
上 1 億元を突破と、好調に滑り出した。これ
は、この日の参加店舗の中で一番早い記録
で、ダブル11開始以後 8 年間での最速記録で
もある。

この華やかな成績の背後にはユニクロの並
大抵ではない努力があった。新興企業のイベ

ロは会員向けに公式アカウントの情報や機能
に関するアンケートを実施し、会員が一番望
むものが、即時割引情報、新商品情報、店舗
の場所案内、会員向け活動などであることを
突き止めた。WeChatのオープンプラットフ
ォームおよびそこで提供された会員管理など
の豊富な機能を活用して、ユニクロは公式ア
カウントに図 4 のような機能を組み込んだ。

これにより、会員を増やすことができただ
けではなく、ネットショップやリアル店舗へ
の誘客、オンラインとオフラインの連携を見
事に実現している。ユニクロの公式アカウン
トは、2015年の中国コンテンツマーケティン
グ金賞を受賞したほどであり、中国の地場企
業にも負けない高評価を得ている。

（3）	 新興企業のイベントへの相乗りによる

	 売上の拡大

利用者拡大のため、中国の新興企業は積極

図4　テンセントを最大限に活用したユニクロのシステム

来店誘導・プロモーション

販売促進

オンラインで購入
オフラインで購入

Tmallサイトとリンク

店舗で購入

店舗会員数742.5万人

駅などで屋外広告を見て、
バーコードをスキャンする

当該商品紹介ページに
誘導される 当該商品在庫状況を確認 最寄店舗を検索

テ
ン
セ
ン
ト

ア
リ
バ
バ

出所）ユニクロ WeChatアプリ、ユニクロ Alipayアプリ。会員数は2016年11月1日時点



16 知的資産創造／2017年5月号

ムおよびTmallで開設したネットショップな
ど）とバックの在庫システムを連動させ、急
激に殺到する注文をうまく処理するととも
に、24時間以内での受け取りを実現し、消費
者から絶大な支持を得ることに成功した。

このような顧客起点での業務改善が功を奏
し、新興企業のビジネスインフラをうまく活
用したユニクロは、前述の馬雲氏の言葉通り
り、「オンラインとオフライン、そして物流
をうまく融合したビジネス」の実現に向けて
また一歩前進したのである。

2	 業務運営モデルの変革を
	 いち早く実現する

ユニクロのような大企業だけではなく、多
くの中小企業もアリババやテンセントのビジ
ネスインフラの活用を通じ、ビジネス変革を
実現している。シェフ派遣サービス業を営む

「愛大厨」もその 1 社である。愛大厨はシェ
フの派遣サービスを運営している会社で、顧
客が愛大厨のサービスアカウントでシェフと
料理を予約すると、指定日にシェフが訪れ、
自宅で料理を作るビジネスを提供している。

図 5 に示した愛大厨の過去の運営モデルか

ントは、伝統企業に業務規模の急拡大という
課題を突き付けた。ダブル11での全国民を上
げてのお祭り騒ぎの背後には、リアルの世界
で業務規模の急拡大に追いつけない物流シス
テムがある。17年では6.8億個の小包が発生
し、前年の4.67億個を大きく上回った。その
結果、商品到着の大幅遅れが発生し、消費者
から不満の声が上がった。

15年のダブル11終了直後、ユニクロがすぐ
約 4 万人の消費者にアンケートを実施した。
それによると、消費者の 6 割近くの人は「配
達を早めてほしい」と要望し、さらに99％の
人は「ネットショップとオフラインショップ
の同じタイミングでの割引」を希望した。ア
ンケートの結果を受け、ユニクロは今年のダ
ブル11に向けて、顧客起点での業務改善を実
施した。

ユニクロの500の店舗は、11日に限ってセ
ール対象商品をネットと同様の割引価格で販
売することとした、さらに、物流の問題を解
決するために、オンラインで購入した商品を
近くのリアル店舗で原則24時間以内に受け取
れるようにした。ユニクロは一年間かけてフ
ロント（WeChatのオープンプラットフォー

図5　愛大厨の運営モデルの変革

顧客

注文送付

結果通知

カスタマーサービスセンター シェフ

過去のモデル：カスタマーサービスが介在

現在のモデル：WeChat企業アカウントが自動処理

顧客

注文情報自動配信

変更管理

企業アカウントの機能
● 注文管理
● アシスタント機能
● 変更管理
● 納品管理
● 品質管理シェフ

連絡

結果返事
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Ⅳ	新興企業との共創における留意点

中国市場で勝つためには、膨大な顧客接点
とビジネスインフラを持つ「新興企業をうま
く使いこなしてビジネスの俊敏性を実現する
こと」が重要なポイントである。しかし、伝
統企業と新興企業の間では、文化やスピード
感などでの相違が大きい。

たとえば、新しいサービスを導入するに際
して、伝統企業は、投資の費用対効果を計っ
た上で、オペレーションの正確性などの観点
から隅々まで検証を行うなど、既存サービス
の変更に慎重であり、 1 年〜数年単位で時間
をかけて合意形成を行う。しかし、新興企業
では、インターネットの特性上、ヒットすれ
ば、数千万、数億の利用者が極めて短期間で
得られ、シェア拡大が容易であるが、逆に他
社に先行されると挽回しにくいという特徴が
あるため、スピードを再優先することにな
る。また、サービスの正確性よりは利用者の
ニーズや顧客体験を重視し、アイデアを次か
ら次へと実装していき、利用者のフィードバ
ックから改善を図るといった考えによる、い
わば試行錯誤を許す文化である。

また、システムの品質を極端なまでに入念
に検証し、新技術の採用に慎重な伝統企業と
違い、新興企業は、最先端の技術を積極的に
取り入れ、利用者に最新の体験をもたらすた
めのチャレンジを惜しまない。

このギャップを埋める方策として、伝統企
業はまず意思決定とエンジニアリングの両面
からのスピードアップを図ることが重要であ
る。そのために、新興企業との共創を担当す
る専門組織を立ち上げることが解決策の一つ
となる。

ら分かるように、カスタマーサービス経由で
の調整となるため「納期が長い」「変更への
対応が困難」「数万人のシェフの稼働状況を
把握しにくい」「完了した顧客との連絡が途
切れる」「シェフの仕事への評価を正確に把
握できない」といった課題を抱えていた。ま
た、設立間もない企業のため、シェフ管理シ
ステムを自社で開発する費用負担も重かった。

テンセントのWeChatのオープンプラット
フォームの企業アカウント機能を知った愛大
厨は、すぐさまその活用を試みた。既存機能
の組み合わせのみで 1 カ月もかからずに企業
アカウントを開発することで、注文管理、ア
シスタント機能、変更管理、納品管理、品質
管理といった機能を実現した。かかったコス
トは従来のITベンダーが提供するシステム
の10分の 1 程度である。

たとえば、従来はカスタマーサービス経由
で顧客の注文をシェフに配分していたが、企
業アカウント開設後は、顧客が受けた注文を
自動的にその場所に近いシェフに通知できる
ようになった。日程の調整もWeChat経由で
シェフと顧客が直接行って効率を向上させる
とともに、急な変更にも対応できるようにな
った。また、テンセントのビジネスインフラ
で備えている地図機能を活用して、シェフに
対して顧客の住所への経路案内もでき、シェ
フの定時率向上にもつながった。

このように、中国市場においてアリババ、
テンセントのエコシステムを活用して顧客の
獲得、売上の拡大、業務の効率化を果たした
事例は枚挙にいとまがないが、伝統企業と新
興企業のDNAの違いから、両社の共創がす
べて順風満帆とは限らない。
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さらに進化させた。

1	 ポケモンGOより一歩先に
	 リアルと仮想世界をつないだ

位置情報を使った拡張現実（AR）技術が
応用されているゲーム「ポケモンGO」は日
本をはじめ全世界で大人気となっている。残
念ながら、中国ではポケモンGOをプレイす
ることができない。2017年の春節を前に、隠
れているポケモンを探すのではなく、ヒント
をベースに、隠されている「お年玉」を探す
ゲームをテンセントとAnt Financialが相次
いでリリースした（図 6 ）。

テンセントが2.5億元の現金と30億元のク
ーポンを全国の425万カ所に配布すると発表
したことに対し、Ant Financialも 2 億元以
上のお年玉を配布するという対抗策を打ち出
した。17年の「ARお年玉キャンペーン」を
仕掛けた、テンセントのインスタントメッセ
ージサービスQQの発表によると、前哨戦で
ある17年 1 月20日から 5 日間の活動期間中に
約2.75億人が参加し、クーポンや現金でお年
玉を受け取る回数は20.5億回に上り、実店舗

ユニクロ中国はテンセントやアリババとの
提携に際し、専属の担当者と組織を設置し、
広告代理店など外部の知見も入れて取り組ん
でいる。その理由を聞くと、伝統企業は商品
力重視で、商品が良ければモノが売れるとい
う文化が根強く、一方、新興企業は、いかに
顧客の心を掴むかにこだわり、顧客視点が重
視されるからである、という。こうした専属
組織への権限移譲により、よりスピーディー
な意思決定を実現している。

Ⅴ	イノベーションを生み出し
	 続ける中国の新興企業の
	 取り組みからの示唆

本誌2015年11月号の『中国ネット事業者に
よる金融革新』でも詳細に取り上げたテンセ
ントの、WeChat経由で配り合う「微信紅包

（デジタルお年玉）」は、既に中国人の旧正月
の風物詩として定着している。今年のテンセ
ントの発表によると、大みそかに142億個の

「お年玉」がやり取りされた。今でも大人気
のこのサービスであるが、新興企業がそれを

図6　「ARお年玉キャンペーン」のイメージ

地図上に隠された「お年玉」の場所が示される
（Ant Financial）

「お年玉」が隠されている袋を当てるゲームもある
（テンセント）

出所）搜狐网より引用
http://mt.sohu.com/20161223/n476777621.shtml

出所）搜狐网より引用
http://it.sohu.com/20170125/n479580939.shtml
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「2CC（To Copy China）」という新しいフレ
ーズが生まれた。欧米のシリコンバレーにあ
る企業は逆に中国の新興企業を訪れ、中国の
新興企業からイノベーションのヒントを得よ
うとしている。『ニューヨークタイムズ』が
WeChatの紹介ビデオを作成するほど、独自
の進化を遂げた中国の新興企業のサービスへ
の賞賛を惜しまない。

シリコンバレーを経験した技術者や、グロ
ーバルの金融機関で鍛えた経営者によって組
成された中国の新興企業は、欧米との技術力
の差も少なく、従来の中国企業とは違うタイ
プの企業であることを理解する必要がある。
欧米企業は世界第 2 位の経済大国に成長した
中国の巨大な市場に食い込めるよう、中国企
業と積極的な提携を繰り広げている中、日本
企業には、ユニクロのような成功事例がある
にもかかわらず、依然として中国の新たな潮
流に乗り切れていないように思われる、日本
企業も対応方針を考える必要がある。

注

EC化率とは、消費者向けの電子商取引の売上が全消
費財の商取引金額に占める割合
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への誘導の効果を実証した。
まだゲームと集客中心で、クーポン配布や

実店舗と利用者によるサービス利用の創出ま
でには至らなかったポケモンGOより一歩先
に、新しいマーケティングおよび販促の入口
を作り上げた中国の新興企業、そのスピーデ
ィーな行動力と新技術への飽くなきチャレン
ジ力に日本企業も学ぶべきと考える。

2000年頃、まだアリババが一スタートアッ
プ企業に過ぎなかったとき、馬雲氏が英国の
テレビ番組に出演した際の会話が印象に残っ
た。当時、馬雲氏は「ペテン師」とされ、中
国の金融機関からも投資ファンドからも投資
を受けられなかった。ウォール街にある30数
社の投資ファンドにも断られた状況である。
この馬雲氏に対し、英国のキャスターは、

「あなたの会社はまだ営利モデルを見つけて
いません。いくら綺麗ごとを言っても、現実
的にあなたの会社は何も実現できていませ
ん。でも、あなたは自信満々のように見えま
す」と揶揄し、「いったいあなたは何をした
いのでしょうか」と厳しく突っ込む一場面が
あった。これに対し、馬雲氏は全く動じず、
笑顔を浮かべながら淡々と、「私は世界を変
えたいのです」と答えた。17年経った今、ア
リババは中国人の生活を確実に変えた。

2	「C2C」から「2CC」へ、世界での
	 影響力を増す中国の新興企業

かつて、欧米メディアは中国企業がよく国
外のビジネスモデルをコピーすることについ
て、「C2C（Copy to China）」と冷ややかに
報道していた。百度はグーグルの真似、アリ
ババはeBayの真似といったように。しかし
2016年に入って、同じ欧米メディアから


